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パートタイム労働者への社会保険適用問題












































年金・共済年金加入者の被扶養配偶者（第 3号被保険者）の割合が 40.4 パーセントと高い⑿。
　図表 1のように、サラリーマンの妻等、厚生年金・共済年金の被保険者の配偶者で年収 130 万
円未満の被扶養者であれば、国民年金第 3号被保険者となり、本人の保険料負担はなく、配偶者
である第 2号被保険者が加入する厚生年金・共済年金全体が保険料を負担する。被扶養配偶者で
も年収 130 万円以上の場合及び母子家庭の母等独身者・自営業者の妻等は、第 3号被保険者制度
の対象にはならず、国民年金第 1号被保険者となる。健康保険の被用者保険の被扶養認定も同様







図表 1　パートタイム労働者への公的年金の適用と本人負担保険料（平成 25 年 4 月）


















　国民健康保険の滞納世帯数は約 389 万世帯、滞納率は約 19 パーセントである⒂。このほかに、
滞納が 6ヶ月以上 1年未満の場合に発行される有効期間が数か月と短い短期被保険者証交付世帯
が約 124 万世帯（加入世帯の約 6パーセント）、1年以上滞納した場合に発行される資格証明書交付
世帯が約 29 万世帯（加入世帯の約 1.4 パーセント）いる。資格証明書の場合は、病院の窓口で 10 割
の負担をしなければならない。
　保護者の国民健康保険料の滞納による保険証の無い中学生以下の子どもが全国に 3万 2千人以
上いることが問題となった。2009 年 4 月から滞納世帯の中学生以下の子どもに 6カ月の短期保


















労者の週労働時間のおおむね「2分の 1以上」週 20 時間に引き下げることが検討された。
　ワーキンググループに提出された厚生労働省の資料を基に作成した図表 2で、パート労働者約
1,200 万人のうち約 300 万人が、労働時間が週 30 時間以上で既に厚生年金が適用され、第 2号被
保険者となるべきである（左図右側部分）。残り約 900 万人のうち約 310 万人が、仮に適用基準を
週労働時間 20 時間以上に引き下げた場合の拡大対象となる。この 310 万人の主な内訳は、国民
年金の第 1号被保険者約 120 万人（左図中央上段部分）、サラリーマンの被扶養配偶者（第 3号被保
険者）約 130 万人である（左図中央下段部分）。残り 60 万人は、厚生年金以外の公的年金の加入対
象とならない「20 歳未満の学生アルバイト」約 10 万人と「60 歳以上の高齢者パート」約 50 万
人である（左図中央中段部分）。国民年金の第 1号被保険者約 120 万人の内訳は、母子家庭の母等
独身者約 50 万人、本業は自営業者又はその家族だが別途パートで働く者約 70 万人である。
　しかし、適用基準を週労働時間 20 時間以上に引き下げて、約 310 万人を厚生年金の適用対象
とした場合、労使折半の社会保険料負担が事業主に発生することから、法案化の過程でパート比







年金一元化法案では、週所定労働時間は通常の労働者の 4分の 3未満、30 時間という現行の基





た週労働時間が 20 時間以上 30 時間未満のパートタイム労働者約 310 万人のうち、適用が拡大さ
れるのは1割以下、10～20万人に限定された⒅。当時、「週所定労働時間が20時間以上」又は「年





の適用拡大が検討され、労働時間要件を 20 時間以上に引き下げると約 370 万人が対象になると
試算された21。しかし、適用拡大による厚生年金や健康保険における事業主負担の増加について、
流通・外食産業などからの反発が強く、雇用保険並みの週 20 時間に引き下げに年収 94 万円（月
額 7万 8 千円）以上、従業員数 501 人以上、雇用見込み期間 1年以上、学生以外の要件が追加さ
れた。特に、雇用見込み期間 1年以上は、雇用保険の 31 日、健康保険の 2月と比較して長い。
適用対象は、平成19年被用者年金一元化法案の10～20万人は上回るものの約45万人にとどまっ
た22。
　法案は国会提出後、衆議院で修正され、賃金月額 7万 8千円が 8万 8千円に引き上げられ、実





















































4 － 2　パートタイム労働者の第 3号被保険者問題と労働市場の中立性
　パートタイム労働者のうち女性の約 7割（男性は約半分）は、国民年金の第 3号被保険者の要





















が適用対象となっており、イギリス・ドイツは、それぞれ年収約 90 万円（イギリス 4,368 ポンド）・




































































男性で 53 パーセント、女性で 15 パーセントに上る42。女性の場合は、単身者・母子家庭の母等
と考えられ、国民年金第 1号被保険者や未加入となっている者も多いとみられる。
　日本労働研究機構の調査によれば、母子家庭の母は、就職・転職の際に重視する事項として「厚
生年金や雇用保険に入れる」ことを挙げている。母子世帯の 1か月の平均収入は 21 万円で勤労
者世帯平均の 6割に満たない水準である。また、母子世帯になる前は約四割が無業者であり、母

























































⑴　鳫咲子「パートタイム労働者と厚生年金」『経済のプリズム』第 56 号、2008 年 6 月、15 ～ 33 頁。
⑵　厚生労働省「平成 23 年パートタイム労働者総合実態調査」。
⑶　総務省「労働力調査」。
⑷　佐藤博樹ほか『不安定雇用という虚像』勁草書房、2007 年 11 月、19 ～ 23 頁。また、パートタイム労
働者が働く割合の高いファミリーレストランについて分析したレポートとして、本田一成「ファミリーレ
ストランにおけるパートタイマーの基幹労働力化」『Business Labor Trend』2004 年 3 月、16、17 頁




⑹　厚生労働省「平成 18 年版 労働経済の分析」88 頁。
⑺　国民年金第 2号被保険者。
⑻　厚生労働省「平成 23 年国民生活基礎調査」、厚生労働省・前掲注⑵。
⑼　厚生労働省「健康保険・厚生年金の適用基準に関する内かん（行政文書）」（昭 55 年 6 月 6 日）「パート
労働者の厚生年金適用に関するワーキンググループ」報告書（資料編）（第 3回社会保障審議会年金部会
配付資料）14 頁〈http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/03/s0306-10.html〉2013 年 5 月 4 日アクセス。
⑽　総務省「労働力調査 詳細集計（平成 24 年平均）」
⑾　厚生労働省・前掲注⑻
⑿　厚生労働省・前掲注⑵
⒀　図表 1のとおり、基礎年金分について第 3号被保険者個人の保険料負担がないのに対して、第 1号被保
パートタイム労働者への社会保険適用問題
─　　─97
険者の保険料負担は月額 15,040 円（平成 25 年度）である。
⒁　老齢基礎年金の年金額は加入期間による減額等のため、平成 23 年度で比較すると満額で 65,741 円であ
るが、実際の平均年金月額は、満額の約 75 パーセント、49,632 円（厚生年金を受給しない老齢基礎年金
のみ受給者）である（厚生労働省「平成 23 年度厚生年金保険・国民年金事業の概況」平成 24 年 12 月）。
⒂　厚生労働省「平成 23 年度国民健康保険（市町村）の財政状況について」平成 25 年 1 月 31 日〈http://
www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002u0yf.html〉2013 年 4 月 1 日アクセス。
⒃　「多様な機会のある社会」推進会議決定・再チャレンジ支援に関する関係閣僚による会合了承「再チャ
レンジ支援総合プラン」2006 年 12 月。これ以前のパートタイム労働者への厚生年金適用に関する議論の
経過については、『女性と年金 女性のライフスタイルの変化等に対応した年金の在り方に関する検討会報
告書』社会保険研究所、2002 年 2 月が詳しい。
⒄　「パート労働者の厚生年金適用に関するワーキンググループ」ヒアリングの概要（第 3回社会保障審議
会年金部会配付資料）〈http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/03/s0306-10.html〉2013 年 5 月 4 日アクセス。
⒅　厚生労働省「パート労働者に対する厚生年金適用の拡大について」平成 19 年 3 月 13 日〈http://www.
mhlw.go.jp/shingi/2007/04/dl/s0426-7g-07.pdf〉2013 年 5 月 4 日アクセス。
⒆　社会保険研究所・前掲注⒃ 88 頁、日本労働組合総連合会〈http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/02/




21　厚生労働省「社会保障制度改革の方向性と具体策」平成 23 年 5 月 12 日。
22　公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一部を改正する法律案（年
金機能強化法案）（第 180 回国会閣法第 74 号）。




配付資料）14、15 頁。〈http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/03/s0306-10.html〉2013 年 5 月 4 日アクセス。
26　西沢和彦「パートタイム労働者の増加と年金制度の現状および課題」『Business &Economic Review』
2008 年 3 月、39 頁。
27　ワーキンググループヒアリングの概要・前掲注⒃、1頁。
28　清家篤「年金と雇用の整合性」『年金と経済』通巻 88 号、2004 年 2 月、40 頁及び大沢真理編『ユニバー




30　堀勝洋『年金の誤解』東洋経済新報社、2005 年 2 月、29 頁。
31　厚生労働省・前掲注⑵。
32　樋口美雄「「専業主婦」保護政策の経済的帰結」八田達夫ほか編『「弱者」保護政策の経済分析』日本経
済新聞社、1995 年 10 月、217 頁。
33　樋口美雄ほか「配偶者控除・配偶者特別控除制度に関する一考察」『EAPA Discussion Paper』
DP/01-4、2001 年 8 月。
34　大石亜希子「有配偶女性の労働供給と税制・社会保障制度」『季刊 社会保障研究』通巻 162 号、2003
年 12 月、295 頁は、夫の所得が高いほど妻の有業率は低下するダグラス＝有沢の法則と同様に、夫の所
得が高いほど第 3号被保険者である妻の割合が高いことを実証している。
35　水町勇一郎『パートタイム労働の法律政策』有斐閣、1997 年 3 月、223 頁。
36　ワーキンググループ報告書（資料編）・前掲注⑼ 26 頁。
37　ワーキンググループヒアリングの概要・前掲注⒄、24 ～ 28 頁。
38　内閣府「平成 17 年版 国民生活白書」102 頁〈http://www5.cao.go.jp/seikatsu/whitepaper/h17/10_pdf/
01_honpen/pdf/hm020203.pdf〉2013 年 5 月 4 日アクセス。
39　菅野和夫ほか「パートタイム労働と均等待遇原則」北村一郎編『現代ヨーロッパ法の展開』東京大学出
版会、1998 年 3 月、120 ～ 133 頁。ただし、この論文自体は、わが国の労働市場で職種別賃金制度が確立
していないことを主な理由に、非正規雇用者の労働条件を労使間の交渉事項とし法的救済を否定する立場
である。
40　短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律（平成 19 年法律第 72 号）。法改
正の内容については、安藤範行「多様な働き方に応じた公正な待遇の実現に向けて」『立法と調査』267 号、
2007 年 4 月、51 ～ 57 頁参照。
41　「日本フードサービス協会提出資料」（社会保障審議会年金部会パート労働者の厚生年金適用に関する
ワーキンググループ（第 10 回））18 頁〈http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/03/s0306-15.html〉2013 年
5 月 4 日アクセス。
42　平成 23 年パートタイム労働者総合実態調査・前掲注⑵。
43　日本労働研究機構「母子世帯の母への就業支援に関する調査」平成 13 年 10 月 4 日〈http://www.jil.
go.jp/mm/siryo/20011010b.html〉2013 年 5 月 4 日アクセス。
44　永瀬伸子「非典型雇用者に対する社会的保護の現状と課題」『季刊 社会保障研究』通巻 165 号、2004
年 10 月、119 頁。
45　厚生労働省「平成 23 年度全国母子世帯等調査」。




荒木尚志ほか編『雇用社会の法と経済』有斐閣、2008 年 1 月
岩本康志ほか「社会保険料の帰着分析」『季刊 社会保障研究』通巻 174 号、2006 年 12 月
臼杵政治ほか「事業主が負担する年金保険料の転嫁と労働市場への影響」『ニッセイ基礎研究所報』43 号、
2006 年 9 月






究所編『選択の時代の社会保障』東京大学出版会、2003 年 9 月
金子能宏ほか「非正規就業者増大のもとでの厚生年金適用拡大と国民年金の経済的効果」『季刊 社会保障研
究』通巻 165 号、2004 年 10 月
鳫咲子「パートタイム労働者と厚生年金」『経済のプリズム』第 56 号、2008 年 6 月
神代和欣「雇用環境の変化と年金」『年金と経済』通巻 81 号、2002 年 10 月
倉田聡「非正規就業の増加と社会保障法の課題」『季刊　社会保障研究』通巻 165 号、2004 年 10 月
権丈善一『医療政策は選挙で変える　再分配政策の政治経済学Ⅳ』慶應義塾大学出版会、2007 年 7 月
酒井正「社会保険の事業主負担が企業の雇用戦略に及ぼす様々な影響」『季刊 社会保障研究』通巻 174 号、
2006 年 12 月
白川一郎『日本のニート・世界のフリーター』中央公論新社、2005 年 11 月
清家篤「年金と雇用の整合性」『年金と経済』通巻 88 号、2004 年 2 月
戸田典子「パート労働者への厚生年金の適用問題」『レファレンス』2007 年 12 月
永瀬伸子「非典型雇用者に対する社会的保護の現状と課題」『季刊 社会保障研究』通巻 165 号、2004 年 10
月
西沢和彦『年金制度は誰のものか』日本経済新聞出版社、2008 年 4 月
根岸隆史「社会保障・税一体改革における年金制度改正」『立法と調査』第 328 号、2012 年 5 月
根岸隆史＝杉山綾子＝藤田雄大「年金二法案・社会保障改革推進法案の審議」『立法と調査』第 333 号、
2012 年 10 月
八田達夫＝小口登良『年金改革論』日本経済新聞社、1999 年 4 月
樋口美雄「「専業主婦」保護政策の経済的帰結」八田達夫ほか編『「弱者」保護政策の経済分析』日本経済新




2001 年 8 月
堀江奈保子「厚生年金の適用拡大の意義と課題」『みずほ政策インサイト』2007 年 6 月
本田一成「ファミリーレストランにおけるパートタイマーの基幹労働力化」『Business Labor Trend』2004
年 3 月
本田一成『主婦パート最大の非正規雇用』集英社、2010 年 1 月
水町勇一郎『パートタイム労働の法律政策』有斐閣、1997 年 3 月
山本克也「財政収支から見た短時間労働者の厚生年金保険適用拡大の効果」『季刊　社会保障研究』通巻
162 号、2003 年 12 月
労働政策研究・研修機構編『多様な働き方の実態と課題』労働政策研究・研修機構、2007 年 3 月
